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適用合計額















































世　　界　　計 2，772，865（100）397，195 3，381，528（100）553，374 22．039．3
先進　国　計 1，523，269（55．0） 一 1，809，627（53．3） 一 18．8 0
日　　　　本 670，635（24．1） 一 837，164（24．8） 一 24．8 0




メ　キ　シ　コ 48，440（1．7） 13，043（3．3） 66，443（2．0） 21，136（3，8）37．262．0
ブ　ラ　ジ　ル 27，389（1．0） 13，982（3。5） 31，493（0．9） 18，670（3．4）15．033．5
シンカφポーノレ 7，123（0．3） 6，615（1．7） 7，941（0．2） 7，798（1．4）11．517．9
（注）特恵対象主要軽工業品として次の40品目をとりあげた。
　　，木製食卓用品、編かご、バスケット、ギター、木製家具、テニスラケット、模型玩具、メカニカル玩
　　　具、人形・動物玩具、ブロック玩具、造花、プラスチック製食卓台所用品、陶磁器製ノベルティ、陶
　　　磁器食器、、衛生陶器、望遠鏡、双眼鏡、ポケットライター、卓上ライター、眼鏡・眼鏡枠、ろうそ
　　　く、手工具・手道具、釣用リール、スキー、洋傘、グローブ・ミット、ボルトナット類、ボタソ、刃
　　物、人造真珠、碍子、木製小箱、ゴム・プラスチック製はきもの、皮革かばん、パドミソトン・ラケ
　　　ット、手縫針・編針、ハードポード、ガラス照明器具、ガラス製クリスマスオーナメソト、マッチ。
（出所）JETRO『海外市場白書』1978年、368頁。
と，特恵制度設立に当たって米国が一人強硬に反対したことなどによるものとみられる。国別では台
湾地域からの輸入が9億1，300万ドルと最も多く、米国の特恵輸入総額の24．8％を占めた。以下、香
港、韓国、メキシコ、ブラジル、シンガポールの順になっており、これら6ケ国からの輸入だけで米
国の特恵輸入総額の95％を占めるのである。（第3表参照）
　台湾・韓国・香港などのいわゆるNICs（Newly　Industrializing　Countries）が特恵制度を活用して
米国市場に進出している様子は、第4表の特恵関税の対象になっている軽工業品40品目についてみる
と一層明確になってくる。すなわち、特恵供与前の1975年には先進国からの輸入シェアが61．4％であ
ったのに対し、特恵供与後の76年には55．0％、77年には53．3％と僅かながら低下している。開発途上
国の中でも上記3国は全体の70％を占めており、その後をメキシコやブラジルが追っている姿は、日
本とほぼ同様である。このようにみると、日本やEC諸国が米国市場において、開発途上国とりわけ
台湾や韓国などの比較的高所得の国々と激しい競争を展開していることが明らかになる。
4．特恵の問題点
（1）実施上の問題点
これまでわれわれは、特恵の背景や効果について考察を加えてきたのであるが、本節では特恵の問
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題点を若干指摘しておこう。先ず特恵実施上のいわぽ実務的な問題点を、日本と米国の事例を参照し
つつ、特恵受益国の範囲と原産地認定の2点に絞って検討する10）。これらの問題は、特恵供与国の事
情によって多少異なるが、いずれの国においても特恵制度上の重要な論点になっている。
　特恵受益国の範囲については、1970年9月一10月のUNCTADの第4回特恵特別委員会で供与国
の自己選択方式が合意された。日本のみならず先進各国で一般に求められている受益資格は、経済が
開発途上にあること及びUNCTADの加盟国であることが必要である。この2つの要件は、特恵が
開発途上国の経済発展を促進するために設けられたこと、特恵がUNCTADで検討され実現したこ
となどからみて当然である。但し、「経済が開発途上にある」か否かを客観的に決定することは実際
不可能であるから、結局開発途上国自らの選択に委せることになっている。しかしながら、この2つ
の要件が満たされても特恵供与を希望しない（実際はそのようなことはありえないが）国を排除する
ために、第3の要件として、特恵の便益を希望する国であることが求められている。
　日本では特恵制度を実施した当時、中国や北朝鮮などの未国交回復国、香港などの属領及び貿易面
で日本を著しく差別待遇する国々の取扱が大きな問題であった。結局これらの国々は特恵受益国の範
囲から除かれたのであるが、その後香港については香港政庁からの強い要望もあり、昭和50年度に
BTN（ブラッセル関税率表）4桁分類の造花、がん具など7品目を除いて特恵が供与されることに
なった。また、ガット35条の援用などによって対日貿易を差別的に扱っていたスペイン、ポルトガル
などもその後特恵受益国の範囲に含められた。中国については、日中国交正常化に伴ない、昭和55年
4月より特恵受益国の対象に加えるため、昭和54年9月現在、特恵を与えた場合に日本が影響を受け
る輸入品目の洗い出し作業を中心に、特恵供与の準備作業が行なわれているところである。
　米国では1974年の通商法に基づき1976年1月1日より実施されているが、大蔵省の八木、ロ牛野両氏
の調査によれば11）、次のような項目に該当する国は特恵受益国の範囲から除外されている。
　（イ）共産圏諸国（ただし、①米国が最恵国待遇を供与しており、②ガット及びIMFに加盟してお
　　り、かつ③国際共産主義によって支配もしくは管理されていない国を除く。）
　（ロ）OPECなど輸出国カルテルの加盟国で、重要な1次産品の供給制限や価格の不合理なつり上
　　げを行なっている国
　の　米国以外の先進国と逆特恵を行なっている国（ただし、1971年1月1日までに廃止する国もし
　　くは廃止の確証を得た国を除く。）
　←）米国民又は米国企業の財産等を正当な補償なしに国有化し、収用もしくは没収した国
　（ホ）米国への麻薬流入防止について適切な措置をとらない国
　⑭　米国民ないし米法人等との関係で国際商事仲裁機関の下した仲裁を尊重・履行しない国
一般的に言って米国の条件のほうが日本のそれよりも厳しくなっており、また米国固有の事情を反映
した項目も組込まれている。
　第2は、いかなる条件を満たせぽ特恵受益国を原産地とする生産物であるのかという原産地認定基
準の問題である。特恵は特恵受益国を原産地とする農林水産品や鉱工業製品、半製品などに対して適
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用されるのであるが、単に特恵受益国で生産されたというだけでは特恵を受ける資格はないのであ
る。
　一般に特恵供与国に輸入される生産物は、（イ）原料から製品まで特恵受益国で一貫して製造加工され
る完全生産物と（ロ）原料又は中間財を第3国から輸入しこれを製造加工し、製品として輸出されるもの
とに分かれる。（イ）については殆んど問題ないが、（ロ）については、どの程度まで製造加工したものを、
特恵受益国を原産地とする製品に含めるかという難かしい問題が生じる。この問題に関し国際的に統
一された見解は、第3国で製造加工され特恵受益国に輸出された原料・中間財と、これを特恵受益国
で製造加工して出来上がった製品とを比較して、両者の間に「実質的変更」が行なわれたと認められ
た場合には、特恵受益国を原産地として認定する、というものである。問題は、何を以て実質的変更
とみるかにある。この点については現在、次のような2つの方式が採用されている。
　一つは付加価値基準方式と呼ぽれているものである。これは特恵受益国内で原料を加工することに
よって得られた一定の付加価値の増加（例えぽ、50％とか60％というように）を以て実質的変更が行
なわれたとみる考え方で、カナダや米国で採用されている。もう一つは、加工工程基準方式と言われ
るもので、原料生産から製品に至る全工程において、工程が段階的に前進するその一定段階（製品毎
に異なる）を以て実質的変更が加えられたとする考え方である。勿論、製造工程の途中で品目名が変
わるものもこの中に含まれる。この方式はEC諸国や日本で採用されているが、製造工程が各段階に
よって明確に異なっていたり、その中間製品自体が貿易取引されるものについては加工工程基準は適
用しやすいと言える。日本では、実質的変化をもたらす行為として、たとえぽ、生鮮果実の乾燥化、
長繊維を切って短繊維にすること、金属くずの溶解などがあり、実質的変化に含まれない行為として
は、包装、詰め替え、商標の貼付などが挙げられている。
　原産地問題について国際的に必ずしも一致した見解が得られていないのは、「グループ・オリジン」
を認めるか否かと、「先進国関与分」をどのように取扱うかという点である12）。グループ・オリジン
とは、ある製品が2力国以上によって生産される場合、その国々を単一の生産国とみないで、1まと
めにして恰も1つの生産国かのように取扱う考え方である。たとえば、最初の特恵受益国から第二の
特恵受益国への製品輸出は原産地基準に適合するが、第二の特恵受益国から特恵供与国への製品輸
出、すなわち、第二の特恵受益国内での製造加工が原産地基準に適合しないというような場合、2つ
の国を1力国にまとめて基準に合致させるというものである。日本ではこれまで賛成の方向で検討さ
れており、恐らく昭和55年度には認められるであろうといれていわる。「先進国関与分」の問題とは、
たとえば、Jなる先進国がUなる開発途上国に原料を輸出し、　U国が製造加工しJ国が再び輸入する
というときは、原料の取扱いをどのようにするかということである。今、ある織物について、J国の
基準は繊維から製造したものにだけ特恵を供与するものであったとすれぽ、U国が輸入糸で製造した
織物はJ国の基準に合致しないのであるが、糸そのものがJ国産のものであれぽこれをU国産のもの
と見倣して原産地認定する、というような事例がこれに当たる。この問題に対しては、先進国と途上
国の垂直化を促進するという面や、あるいは又両国の特別な関係を生むのではないかといった懸念が
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もたれており、今後に残された問題の1つとなっている。
　（2）基本的な問題点
　前項では幾分実務的な視点から特恵関税の問題点を若干指摘したのであるが、本項では特恵関税制
度が内抱する基本的な問題点や制度自体の問題点などを検討することにしよう。
　第一に、既にわれわれが若干触れたところであるが、幼稚産業保護論によって1国の産業が育成さ
れるためには、その価格は先進競争国の価格の特恵マージソより高くなってはいけない。ケネディ・
ラウンドで35％、東京ラウンドで30％弱（推定）と平均関税率が引き下げられてきており一概に先進
国が高関税を課していると非難することはできないが、既にみたように、対先進国貿易の中で開発途
上国からの輸出のウエイトの大きい品目に対してタリフ・エスカレーションがとられているため、特
恵が大きな効果をもつことは十分考えられる。しかしながら、固より幼稚産業の当初の価格が先進競
争国の税込み価格と大きくかけ離れていたのであれば輸出は不可能であるから、特恵供与の意味はな
くなる。
　将来有望な幼稚産業を選定するに際しては、コストを漸減しうるような、たとえぽ、繊維産業とい
った労働集約産業（現在では開発途上国のうち、いわゆる先進的地域は当てはまらないが）がその中
心ということになるが、このような産業は規模の経済に限界があり、特恵の効果もそれ程大きいとは
考えられない。他方、資本集約産業はといえぽ極く少数の途上国を除いて大部分の途上国は先進国と
の競争において到底立ち打ちできないのである。
　第二に、ジョンソソ教授は国際分業の再編成、貿易の自由化という観点から特恵制度に賛意を示し
たが、世界経済の現状をみる限り、われわれは教授ほどには自信を以て首肯しえない。特恵が効果的
であるためには、開発途上国と競争関係にある先進国からの輸入に対して特恵供与国の関税障壁が高
くなけれぽならない。従って、特恵関税の供与が貿易自由化と逆行する面も見逃せない。あるいは関
税障壁の高いものでなけれぽ特恵供与は意味がないということになる。更に、特恵供与の結果最恵国
原則が崩れることになり、諸国の関税引き下げ交渉の意欲が削がれることにもなるのである13）。
　もしすべての先進国が開発途上国からの製品輸入に対して同一関税率の一般特恵を供与したとすれ
ぽ、価格に関する限り、それまで最も高い関税を課していた国に輸出が集中するであろう。何となれ
ぽ、最も高い関税を課していたということはコスト面で他の先進国よりも弱い立場にあり関税を高く
維持せざるを得なかったことを意味するのであって、特恵受益国にとっては、より高い価格でこの国
に輸出できるからである。このような事態に対しては、特恵供与国は輸入規制やその他の非関税障壁
によって対抗してくることが予想されるのである。
　更に、特恵関税の結果、開発途上国からの輸出が貿易創出（低生産費国による輸出増加）によらな
いで、単なる貿易転換（高生産費の途上国の輸出増加）によってもたらされるのであれぽ、国際的な
資源配分の効率を低めることになる。また、国際投資が開発途上国の当該部門に行なわれるならぽ
（但し、動態的変化を伴なわない場合）資源配分は一層悪化することになる。
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　開発途上国の当該産業の輸出が可能となるためには、価格面の改善に加えて先進国での当該産業の
スムーズな縮少、言い換えれば新しい国際分業体制が確立されねばならない。ところが、繊維品その他
の比較的労働集約的な産業は、基本的には最早先進国で衰退産業となっており、この部門の縮少・転
換は国内で政治的社会的に強い抵抗に会うことになり、その結果前述のような対抗措置が講じられる
のである。1979年の第5回マニラ総会に先立ち、UNCTAD事務局が“lmplications　for　developing
countries　of　the　new　protectionism　in　developed　countries”と題する報告書を提出し、先進国の
保護貿易主義の改善を強く求めたことは記憶に新しいところである。
　第三は、特恵が輸入増大の負担を2，3の先進国に課し、輸出増加の利益を2，3の開発途上国に
のみもたらすという不公平な作用をもつのではないかという点である。既に述べたように、特恵によ
る開発途上国の輸出は、高い関税を課していた国や産業に向かう傾向をもつが、日本や米国のように
国内生産者に対する補助金の支払能力のある国は問題ないにしても、他の先進国すべてがこうした恵
まれた状況にあるとは限らない。従って現在のところ、先進諸国はシーリング方式やエスケープ・ク
ローズ方式14）などによって国内産業に著しい打撃を与えないように調整しつつ特恵制度を運用しては
いるが、途上国からの輸出が急増して先進国の産業調整が間に合わないというような事態になれば先
進国の保護主義が一層強化されることになろう。もっとも、この負担という問題は必ずしも明確な論
拠をもっている訳ではない。というのは、特恵の結果、それまで補助金、関税、その他の保護措置に
よって援助を受けていた国内生産に代って、外国、殊に開発途上国の製品が入ってくることは、国際
協力という観点からも又国際的な資源配分の効率化という点からも、先進国の負担とは必ずしも断言
できないのである15）。
　利益という面については、2、3の開発途上国のみが享受しているということであったが、特恵の
利益を出来る限り多くの開発途上国に分配しようとするなら、競争力の強弱（産業の）、国別発展段
階の高低、などに応じて特恵を供与せざるをえなくなる。現在、先進各国はこれに近い方法で特恵を
供与しているが、先進国と開発途上国との信頼・協調がなければ、このような方法の特恵交渉は、各
国間の利害関係に振り回され、結局は先進国と開発途上国あるいは両グループ内での分裂という事態
になりかねない危険性をはらんでいる。徒に政治論議化した特恵問題、ひいては開発論は必ずしも実
りある議論に結びつくとは考えられないのである。
5．結 語
　言うまでもなく、開発途上国の輸出を拡大する手段は特恵関税だけではない。現在ではむしろ、国
際的な論議の中心は非関税障壁の問題に移りつつあり、平均的な関税水準がかなり低くなっているの
で特恵関税はそれ程重要性を持たない、という議論さえ行なわれている。だが果してそうであろうか。
確かに現状では、われわれが考察した如く少数の先進的な開発途上国が大きな利益を得ていることは
事実である。しかし、これらの諸国では労働集約産業の比較優位（＝低賃金の魅力）が失なわれ、他
の開発途上国に移りつつある。従って、後発途上国が中進国の比較優位構造の変化によって生ずる貿
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易機会を巧みに捉えてこれを利用するならぽ、特恵の役割は尚大きいと言わざるをえない。その意味
では先進的な一部の開発途上国のみが特恵の利益を独占していることに対し、必ずしも悲観的、批判
的になる必要はないのである。成る程、われわれの描く経済発展と貿易のシナリオは極めて長い年月
を要するものではあるが、しかしそれは着実で現実的な歩みをもつものと言えるのである。
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